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令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

人権・男女共同参画課
担当名: 調整担当

内線: 2258 (単位：千円)
会計

P20 隣保館事業推進費 一般会
計

総務費 県民費
項

県民活動推進
費

人権施策推進費
番号 事業名

事 業
期 間

昭和44年度～ 根 拠
法 令

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
社会福祉法　埼玉県部落差別の解消の推進に関する条例等

款

針路 07
分野施策 0704

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

10
10-2

　市町村が設置している隣保館は、地域社会全体の中で
福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれた
コミュニティセンターとして、地域住民の生活上の各種
相談、人権課題の解決のための各種事業を総合的に行っ
ており、これらの事業を推進するため、隣保館の運営に
要する経費等を補助する。

（１）隣保館運営費等事業への補助　　　35,015千円
（２）隣保館指導事務　　　　　　　　　　 323千円
（３）埼玉県隣保館連絡協議会への補助　　 380千円

（１）事業内容
　　ア　隣保館運営費等事業への補助　 35,015千円
　　　　隣保館運営費、隣保館デイ・サービス事業、地域交流促進事業、
　　　　広域隣保活動事業、社会調査及び研究事業の充実

　　イ　隣保館指導事務　　　　　　　　　323千円
　　　　事業実施のための指導監督事務、全国隣保館連絡協議会の負担金

　　ウ　埼玉県隣保館連絡協議会への補助　380千円
　　　　埼玉県隣保館連絡協議会に対する事務研究費等への補助

（２）事業計画
　　　隣保館の円滑な運営に資するため、運営費及び各種事業に対し補助を行う。

（３）事業効果
　　　隣保館運営費等事業への補助
　　ア　隣保館運営費　　　　　　　　６市町
　　イ　隣保館デイ・サービス事業　　１市
　　ウ　地域交流促進事業　　　　　　３市町
　　エ　広域隣保活動事業　　　　　　３市
　　オ　社会調査及び研究事業の充実　５市町

２　事業主体及び負担区分
（１）市町村　　　　　(国1/2・県1/4) 市1/4
（２）県　　　　　　　(国1/2・県1/2）
（３）埼玉県隣保館連絡協議会　(県10/10)

３　地方財政措置の状況
　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×1.0人＝9500千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 35,718 23,395

前年額 35,718 23,395 12,323
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誰もが活躍し共に生きる社会の実現

12,323 0

人権の尊重



 

事業名

単位事業名 予算額 35,015千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 35,015 0 ７市町への補助金

合計 35,015 0

単位事業名 予算額 323千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 109 0 隣保館会議資料印刷

負担金、補助及び交付金 214 0 全国隣保館連絡協議会負担金

合計 323 0

事業内訳書

隣保館事業推進費

隣保館運営費等事業への補助

主な内容

隣保館指導事務

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 380千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 380 0 埼玉県隣保館連絡協議会への補助金

合計 380 0

埼玉県隣保館連絡協議会への補助

主な内容


